
農業経営基盤強化促進法第１８条第１項の規定に基づき、公表します。

１　地域における農業の将来の在り方

（１）　地域農業の現状及び課題

（２）　地域における農業の将来の在り方

２　農業上の利用が行われる農用地等の区域

（１）　地域の概要
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（２）農業上の利用が行われる農用地等の区域の考え方（範囲は、別添地図のとおり）

地域名
（地域内農業集落名）

注１：「地域名」欄には、協議の場が設けられた区域を記載し、農林業センサスの農業集落名を記載してくださ
い。
注２：「協議の結果を取りまとめた年月日」欄には、取りまとめが行われた協議の回数を記載してください。

協議の結果を取りまとめた年月日
令和6年12月19日

（第１回）

大泉地区

（油川・石堂第１・石堂第２・大泉駅前・帰農・大開・寺所・下井出・天神・宮地・辻中・新井・姥神・東原・若林・富谷・宮川・豊武・下新居・町屋・城南・宮下・宮上）

（うち保全・管理等が行われる区域の農用地等面積）【任意記載事項】

地域の特産物である水稲について、乾田直播など、箱苗定植型水稲から省力化した栽培体系が構築出来るよう
検討していく。また、標高を活かし、水田転作として、葉物栽培やスイートコーン、えだまめ栽培など市場需要の
高い作物の導入を検討していく。さらに、耕作者の高齢化等により維持が困難となった場合には、担い手参入を
促す環境整備も含め地域内で調整しながら、農地の活用を図っていく。
有機農業者の参入も多い本地域において、団地化を図ることで互いの農業が合理的に進む体制構築も併せて
検討をする。

区域内の農用地等面積

屋敷畑など、農業生産効率が向上できない場所などについては保全エリアを前提とし、基盤整備などを行ってき
た比較的形状や面積がある場所については、農業振興エリアとして地域計画を考える。
※別添地図のとおり

注：区域内の農用地等面積は、農業委員会の農地台帳等の面積に基づき記載してください。

 当地区は、地域内には大規模生産法人は存在せず、中山間集落協定を母体とした団体で保全しているが、農
業者の高齢化が進んでおり、これまで保全されてきた農地の遊休農地化が懸念される。
　このようなことから、持続的に農地の利用を図りながら地域の活性化を進めるためには、地域外に存在する集
落営農組織や認定農業者に農地集積を進めていくか、新たに農業を営む若手生産者に農地を利用していく仕組
みを構築するか喫緊の課題である。このため、北杜市農業振興公社に協力を仰ぎ、市内農業者へ情報提供する
なかで、農地の集約化を検討する必要がある。

うち農業上の利用が行われる農用地等の区域の農用地等面積 232.51

232.51

参考様式第５－１号

北杜市長　大柴　邦彦

北杜市市町村名
(市町村コード) (19209)

北杜農振第527号

令和6年12月23日



３　農業の将来の在り方に向けた農用地の効率的かつ総合的な利用を図るために必要な事項

以下任意記載事項（地域の実情に応じて、必要な事項を選択し、取組方針を記載してください）

（５）農業協同組合等の農業支援サービス事業者等への農作業委託の活用方針

地域内で調整しながら、農地保全がされる体制構築を進めていく。

近隣で就農した新規就農者が規模拡大をする際に、地域内で農地を調整しながら互いの作業効率性が向上す
るように図っていく。

（１）農用地の集積、集約化の方針

地域内の圃場整備は完了しているが、大型農機具の導入により作業の効率性を向上させる必要が生じた場合
にはさらなる圃場整備を検討する必要がある。
また、獣害対策を進めることで、担い手農家が耕作しやすい環境整備を検討する。

（４）多様な経営体の確保・育成の取組方針

（３）基盤整備事業への取組方針

（２）農地中間管理機構の活用方針

地域内で新たに農業参入する生産者等に集約化し、農地が維持管理できるように進める。
また、近隣の農業法人等が参入しやすいように参入エリアの調整を図っていく。

農地中間管理機構を活用して集積・集約化を図っていく。

有機農業については、新規就農した人の規模拡大に合わせて進めていく。
農業における人手不足は今後も増えていくと予測しているので、機械更新に合わせスマート農業に取り組めるよ
う集落内で勉強会を開催していく。
米の消費は、年々減少してくので、市場動向を加味しながら水田転作作物の導入を検討する。
地域内で集落営農法人の立上げが出来るよう勉強会を開催し、保全・管理等が円滑に出来るようにする。

⑥燃料・資源作物等 ⑦保全・管理等

①鳥獣被害防止対策 ②有機・減農薬・減肥料 ③スマート農業 ④輸出

⑧農業用施設 ⑨その他

⑤果樹等

【選択した上記の取組方針】


